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【アメリカ】 2015 年度国防授権法の日本関連条項 
海外立法情報課 新田 紀子  

 

＊2015 年度国防授権法が、2014 年 12 月 19 日、大統領の署名を経て成立した。日本に関連する

条項（ミサイル防衛、日本の安全保障、海洋安全保障、米軍再編）を紹介する。 

 

 

2015 年度国防授権法案は、下院法案（H. R. 4435）が 2014 年 3 月 11 日に下院を通過

し、上院法案（S. 2410）が 2014 年 4 月 7 日に上院を通過した後、2014 年 12 月 3 日付

上院軍事委員会のプレス・リリースで、上下両院軍事委員会の軍事委員長・少数党筆

頭委員間で法案の内容が合意された旨発表された（注 1）。その後、合意案（H. R. 3979）

が両院の議決を経て、2014 年 12 月 19 日、大統領の署名により成立した（P. L. 113-291）

（注 2）。2015 年度国防授権法には、日本に関連する条項（北東アジアにおけるミサイ

ル防衛協力、日韓両国との安全保障協力の再確認、海洋安全保障戦略に関する報告書、

アジア太平洋地域における海兵隊の再編）が含まれている。以下に、これらの条項（概

要）を紹介する。  

 

1 ミサイル防衛の協力に関する議会の意思表明   

第 1255 条 北東アジアにおけるミサイル防衛の協力 

(a) 米日韓 3 か国間のミサイル防衛の協力を増大させることは、北東アジアにおける米

国の同盟国の安全保障、米国の前方展開軍の防御、及び朝鮮半島からの脅威に対する

米国による保護を向上させることになるということが議会の意思である。  

(b) 国防長官は、米日韓 3 か国間のミサイル防衛協力を強化する機会を特定し、朝鮮半

島からの脅威に対処する短距離ミサイル・ロケット・防空砲（artillery defense）能力向

上のためのオプションを評価するためのアセスメントを実施しなければならない。  

(c) （アセスメントに含まれる内容）（略）  

(d) （(b)のアセスメントについて、国防長官による議会の国防関係委員会［上下両院

の軍事及び歳出委員会］へのブリーフィング義務）（略）  

 

2 日韓両国との安全保障協力 

 本条項は、法案審議の初期の段階では、下院案に米国と日本、韓国それぞれとの安全

保障協力が別の条項に記されていたが、最終的に成立した法では、1 つの条項（第 1258

条）にまとめられた（注 3）。 

第 1258 条 日韓両国との安全保障協力を再確認する議会の意思表明 

以下は議会の意思表明とする。  

(1) 米国は、アジア太平洋地域の平和と安全保障の礎（cornerstones）として、民主主義、

法の支配、自由かつ開かれた市場及び人権尊重という価値の共有に基づく日米・米韓
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同盟を重視する。  

(2) 米国は、日本の最近の防衛費増加、国家安全保障戦略の策定、国家安全保障会議の

ような安全保障機関の設置とともに、日本が地域や世界の平和・安全保障により積極

的に（more proactively）貢献することを可能にする集団的自衛権に関する新しい政策

を歓迎する。  

(3) 米国は、日本政府に対し、「各締約国は、日本国の施政の下にある領域における、

いずれか一方に対する武力攻撃が、自国の平和及び安全を危うくするものであること

を認め、自国の憲法上の規定及び手続に従って共通の危険に対処するように行動する」

（注 4）と定めた日米安全保障条約第  5 条へのコミットメントを再確認する。  

(4) （米韓防衛関係）（略）  

(5) （北朝鮮の朝鮮半島、北東アジアへの脅威と米韓両国の対応）（略）  

(6) 米国は、相互の利益を推進し、共通の懸念に取り組むため、日韓両国との、また日

韓両国間における安全保障上の一層の協力を歓迎する。  

 

3 海洋安全保障戦略報告書 

第 1259 条 アジア太平洋地域における海洋安全保障戦略に関する報告書（概要） 

(a) 本法成立の 180 日後までに、国防長官は議会の国防関係委員会［上下両院の軍事及

び歳出委員会］、上下両院の外交委員会に、南シナ海及び東シナ海に特に重点を置いた、

アジア太平洋地域における海洋安全保障に関する国防省の戦略の概要を示す報告書を

提出しなければならない。  

(b) 報告書に含まれるべき内容は次のとおり。  

 (1) 南・東シナ海における中国の行動が、対立する海洋領有権の主張及びこれらの海

域における米国の安全保障上の利益の現状に及ぼす影響  

 (2) アジア太平洋地域における中国の海軍その他の海洋戦略及びその能力  

(3) 中国のアクセス拒否（anti-access and area denial, A2/AD）戦略及び能力  

(4) 米国の軍事力、作戦、態勢  

(5) 2 国間又は地域の海軍等による海洋能力構築イニシアチブの現状及び計画  

(6) 南・東シナ海における誤算や緊張の可能性を減じるために、当該戦略が米中の軍

同士の関係に影響力を及ぼす効果の評価  

(7) その他  

(c) 本報告書は非機密文書でなければならないが、機密扱いの付属文書を含めることが

できる。  

 

4 海兵隊の再編 

2015 年度国防授権法案に関する上下両院軍事委員会の合意についての合同説明文書

（注 5）によれば、2014 年度国防授権法で定められている、海兵隊の沖縄からグアム

への移転実施にかかわる建設活動の禁止［条項］（注 6）を廃止し、代わりに、2014 年

7 月に国防省が議会に提出した「グアム基本計画」（注 7）を反映した工事費用の上限
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額を設定している。 

第 2821 条 アジア太平洋地域における海兵隊の再編（概要）  

(a) 「グアム‐北マリアナ諸島連邦への軍事移転（2012 年再編のロードマップの調整

（注 8））」に関する補足的環境影響評価に従い、海兵隊のグアム移転に関する決定の記

録（注 9）の実施のための建設活動の制限を取り払い、代わりに 87 億 2500 万ドルを総

建設費の上限として設定する。  

(b) グアムの公共インフラ開発への支出の制限を継続する。 

 

注（インターネット情報は 2015 年 1 月 20 日現在である。［］は筆者による補足。） 
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